


















































































































































































学部種別 小学部（N＝28） 中学部（N＝29） 高等部（N＝27） 養護教諭（N＝31）
回答者の特性 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％
性別 男性 12 42.9 13 44.8 20 74.1 0 0
女性 16 57.1 16 55.2 7 25.9 31 100
年齢構成 20～29歳 1 3.6 1 3.4 2 7.4 6 19.4
30～39歳 11 39.3 12 41.4 9 33.3 8 25.8
40～49歳 11 39.3 14 48.3 12 44.4 10 32.3
50～歳 5 17.8 2 6.9 4 14.8 7 22.6
経験年数 10年以下 5 17.9 9 31 5 18.5 11 35.5
11～20年 11 39.3 11 37.9 10 37 6 19.4
21年以上 12 42.9 9 31 12 44.4 14 45.2
児童生徒数 40名以下 4 14.3 2 6.9 1 74.1 0 0
41～60名 17 60.7 22 75.9 20 14.8 23 74.2
60～100名 7 25 4 13.8 4 7.4 6 19.4
100名以上 0 0 1 3.4 2 3.7 2 6.5
特別支援教育の あり 26 92.9 27 93.1 26 96.3 － －
免許状の有無 なし 2 7.1 2 6.9 1 3.7 － －
他の免許状の有無 幼稚園 3 － 3 － 1 － － －
（複数回答） 教員免許
小学校 3 － 7 － 6 － － －
教員免許
中学校 0 － 6 － 6 － － －
教員免許
高等学校 0 － 2 － 6 － － －
教員免許
保健体育 3 － 12 － 6 － － －
教員免許













































































































































小学部中学年 2（7.1） 1（3.4） 1（3.7） 2（6.5）
小学部高学年 5（17.9） 4（13.8） 5（18.5） 2（6.5）
中学部 0（0.0） 2（6.9） 1（3.7） 1（3.2）
高等部 0（0.0） 0（0.0） 0（0.0） 0（0.0）
時期を決めるべ
きではない




必要性に応じて 5（17.9） 1（3.4） 3（11.1） 2（6.5）











































































































































































開始している学年 小学部低学年 14（73.7） 5（23.8） 6（27.3）
小学部中学年 1（5.3） 0（0.0） 0（0.0）
小学部高学年 4（21.0） 1（4.8） 4（18.2）
中学部 0（0.0）15（71.4） 4（18.2）




5～10時間 5（26.3） 6（28.6） 7（31.8）






担任 9（47.4） 4（19.0） 3（13.6）
養護教諭 4（21.1） 8（38.1） 9（40.9）
学部の全教員 3（15.8） 5（23.8） 7（31.8）
学部主事 0（0.0） 3（14.3） 1（4.5）
保健体育教科担任 3（15.8） 6（28.6） 1（4.5）
性教育校務分掌担当者 0（0.0） 1（4.8） 1（4.5）
※「開始している学年」「年間平均時間数」「カリキュラムの有無」「実施状況
（誰が行っているか）」については，性教育を「実施している」「どちらとも言
えない」と回答したものをNとした。
※「実施状況（誰が行っているか）」については，性教育を「実施している」
「どちらとも言えない」と回答したものをNとした。
についてみると，小学部では「小学部低学年」が
73.7%と最も高く，次いで「小学部高学年」が21.0%，
「小学部中学年」5.3%であった。中学部では，「中
学部」が71.4%と最も高く，次いで「小学部低学年」
が23.8%，「小学部高学年」が4.8%であった。高等
部では，「高等部」が36.3%と最も高く，次いで
「小学部高学年」，「中学部」が18.2%，「小学部低学
年」，27.3%であった。この結果からは，各学部に
よって性教育を開始していると教諭が感じている時
期が違っていることがうかがえる。すなわち，各学
部の教員ともに，自分の在籍する学部段階から性教
育を開始していると感じている教諭が多いと考えら
れる。この事から，学部間での連携に不具合が生じ
ている可能性が示唆される。
次に，性教育を「実施している」，「どちらともい
えない」と回答した各学部で，性教育の年間平均時
間数についての回答結果をみてみると，どの学部も
「1～5時間以下」，「5～10時間」，「10時間以上」の
順に高率であり，「1～5時間以下」と回答した各学
部の割合として小学部57.9%，中学部61.9%，高等
部45.5%であった。どの学部も，5～6割は性教育
の実施時間を年間で1～5時間以下しか取れていな
い現状がうかがえた。
また，性教育を「実施している」，「どちらともい
えない」と回答した各学部における性教育のカリキュ
ラムの有無についてみると，カリキュラムが「あ
る」と回答した学部の割合は，小学部42.1%，中学
部47.6%，高等部50.0%となっており，およそ2校
に1校の割合であった。
さらに，性教育を「実施している」「どちらとも
いえない」と回答した各学部で，性教育の実施状況
として，誰が授業として性教育をおこなっているか
について，学部別に回答結果の割合をみてみると，
小学部では，「担任」が47.4%と最も高く，次いで
「養護教諭」が21.1%，「学部の全教員」，「保健体育
教科担任」が同じく15.8%であった。中学部は「養
護教諭」が52.4%と最も高く，次いで「保健体育教
科担任」が28.6%，「学部の全教員」が23.8%であっ
た。高等部は，「養護教諭」が40.9%と最も高く，
次いで「学部の全教員」が31.8%，「担任」が13.6%
であった。
最後に，性教育を「実施している」，「どちらとも
いえない」と回答した各学部における性教育の実施
状況として，どの授業やどのような機会に時間に設
定して性教育をおこなっているのかを学部別にたず
ねた結果の割合をみてみると，小学部は「性に関し
て問題行動が起こったため」が36.8%と最も高く，
次いで「授業としておこなっている（カリキュラム
あり）」，「個別指導としておこなっている」が同じ
く21.1%，「生活の授業でおこなっている」が10.5%
であった。中学部は，「授業としておこなっている
（カリキュラムあり）」が38.1%と最も高く，次いで
「性に関して問題行動が起こったため」が28.6%，
「体育の授業でおこなっている」が19.0%であった。
高等部では「授業でおこなっている（カリキュラム
あり）」が36.4%と最も高く，次いで「性に関して
問題行動が起こったため」が27.3%，「個別指導と
しておこなっている」が13.6%であった。これらの
回答結果から，授業でも性教育をおこなうとともに，
児童・生徒が性に関して問題行動を起こしたらその
都度，個別に指導をおこなうといった二重の指導ス
タイルをとっているといえる。
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図6性教育の実施の有無
※「実施状況（どのように行っているか）」については，
性教育を「実施している」「どちらとも言えない」と回答
したものをNとした。
図7性教育の実施状況
％
（2）性教育の実施理由ならびに実施していない理
由について
どのような理由で性教育を実施しているか，ある
いはその逆にどのような理由で性教育を実施してい
ないのかついてたずねた結果を示したのが，図 8
および図9である。
性教育を「実施している」，「どちらともいえない」
と回答した各学部ごとに，性教育の実施理由につい
て教諭の回答結果の割合をみると，小学部では，
「親が指導に戸惑っているため」が68.5%と最も高
く，次いで「様々な問題（性的問題行動）がみられ
るため」が68.4%，「性的な発達がみられるから」
が63.2%であった。中学部は「性的な発達がみられ
るから」が100.0%と最も高く，次いで「正しい知
識を与えるため」が85.8%，「様々な問題（性的問
題行動）がみられるため」が81.0%であった。高等
部は，「性の被害者にならないため」が90.9%と最
も高く，次いで「性の加害者にならないため」が
86.4%，「性的な発達がみられるから」が86.3%で
あった。この結果から，性教育実施の理由が各学部
によって変化していく事がうかがえる。特に高等部
段階では，卒業後の事を考え性被害・加害について
重点を置き，性教育を実施していた。
一方，性教育を「実施していない」と回答した各
学部について，その理由を学部別にみると，小学部
では，「児童・生徒の個人差が大きいから」が66.7
%と最も高く，次いで「学校の日常生活の中で指導
をしているから」が66.6%であった。中学部では，
「児童・生徒の個人差が大きいから」が50.0%と最
も高く，次いで「学校の日常生活の中で指導をして
いるから」，「教育課程の中に位置付けられていない
から」が同じく37.5%であった。高等部では，「児
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図8性教育の実施理由
図9性教育を実施していない理由
％
％
童・生徒の個人差が大きいから」が100.0%と最も
高く，次いで「指導方法がわからないから」が80.0
%，「時間がないから」，「適した教材・教具がない
から」が同じく60.0%であった。この結果からは，
性教育を実施していない理由が，児童・生徒の学年
が進み学部が変わるにつれて変化することがわかる。
「児童・生徒の個人差が大きいから」は各学部共通
だが，その他の理由は，学部が上がるにつれ，教諭
の意識が変化している。小学部，中学部の教諭は学
校の日常生活の中で性教育をおこなっていると感じ
ているが，高等部では，指導法や時間がない，教材・
教具が少ない，という理由が目立っていた。すなわ
ち，日常生活として性教育をおこなうのではなく，
より専門的な性教育をおこないたいと感じている一
方で，上述した理由から，実施できていない現実が
うかがえる。
（3）実施している性教育の内容について
どのような性教育の内容を実施しているのか，性
教育で実施している指導内容についての結果を示し
たのが，図10である。
性教育を「実施している」，「どちらともいえない」
と回答した各学部ごとにみると，小学部は「男女の
違い」，「体の清潔」が同じく73.7%と最も高く，次
いで「人間関係・社会性について」が57.9%であっ
た。中学部は「人間関係・社会性について」が90.5
%と最も高く，次いで「体の清潔」が90.4%，「男
女の違い」が90.3%であった。高等部は「体の清潔」
が86.4%と最も高く，次いで「こころの発達」が
81.9%，「男女の違い」，「人間関係・社会性につい
て」が同じく81.8%であった。これらの結果から，
性教育として実施している内容は学部によってそれ
ほど大きく変わっていない事がうかがえる。つまり，
各学部，基本的な生活習慣の確立を目指し「体の清
潔」の内容を重視していた。また，学校卒業，そし
て地域社会に出る事を考え，「人間関係・社会性に
ついて」の項目を実施しているようであった。
（4）性教育推進のための対応策の有無について
性教育推進のための方策として，研究組織，研修
会，講演会の有無等についてたずねた結果を示した
のが図11，図12，図13である。
まず，性教育の実施等について検討する委員会の
有無として，「性教育に関する校務分掌はどこが対
応していますか？ある場合に回答してください」に
回答し，「性教育に関しての校務分掌がある」と回
特別支援学校における性教育に対する意識と実態
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図10性教育で実施している指導内容
％
答した各学部別の教諭の結果の割合をみてみると，
小学部50.0%，中学部38.0%，高等部26.0%となっ
ていた。
次に，性教育に関する研修会の有無についてみる
と（ここでの性教育の研修会とは，職員を対象とし
た学外での研修会を示す），「研修会がある」と回答
した各学部別の教諭の回答結果の割合は，小学部
10.7%，中学部3.4%，高等部18.5%であった。
また，性教育に関する講演会の有無についてみる
と（ここでの性教育の講演会とは，親・保護者・児
童・生徒を対象とした学外での講演会を示す），「講
演会がある」と回答した各学部の教諭の回答結果の
割合は，小学部10.7%，中学部10.3%，高等部14.8
%であった。
性教育についての指導方法やあり方を検討し，教
師の性教育についての専門的知識の向上および意欲，
関心の向上のために研修会，講演会は重要な物であ
ると考える。しかし，その研修会および講演会の実
施状況をみてみると，どの学部ともいずれも10～
20%程度であり，十分に性教育について検討をす
る事ができず，教師側の意欲，関心の向上に十分に
影響を与える事は出来ていないのではないかと推察
される。
（5）性教育実施上の困難点について
最後に性教育を実施する上で，教諭の困難点と考
える回答結果を示したのが図14である。
性教育を実施する上での困難点としては，小学部
では，「子どもの個人差が大きい」が46.6%と最も
高く，次いで「教材・資料が少ない」が32.1%，
―60―
図11 性教育推進のための
研究組織の有無
図12 性教育に関する研修会の
有無
図13 性教育に関する講演会の
有無
※「寄宿舎との連携がしにくい」については，寄宿舎がある場合に回答をしてもらい，その数をNとした。
図14性教育実施上の困難店
％
「性教育の知識が少ない」が28.6%であった。中学
部では，「子どもの個人差が大きい」が51.8%と最
も高く，次いで「教材・資料が少ない」が44.8%，
「教師が多忙である」が37.9%であった。高等部で
は，「子どもの個人差が大きい」が70.3%と最も高
く，次いで「教師が多忙である」が51.8%，「教材・
資料が少ない」が44.4%であった。
これらの結果から，各学部で共通する性教育実施
の困難点として，第一に「子どもの個人差が大きい」
という児童・生徒に対しての側面と，第二に「教材・
資料が少ない」，「多忙さ」といった教師側の側面が
ある事がうかがえる。特に学部が上がるにつれて困
難点としての項目が高率になっている事から，学部
進行につれ小学部・中学部段階よりもより専門的な
性教育をおこなう為の教材・資料の作成が必要とな
ると認識している一方，職業訓練や卒業後の事を考
えて性教育以外の学習面に重きを置いているため，
性教育に対しての時間設定が出来ずに教材研究等が
できない現状があると考える。
Ⅳ．総合考察
1．性教育に対する教諭および養護教諭の意識な
らびに学校の実施状況について
障害児に対する性教育の必要性および開始すべき
学年についての教諭ならびに養護教諭の意識につい
ては，図3，表2に示したように各学部を通じ，総
じて変わりはなく，ほとんどの教諭および養護教諭
は性教育が必要であると認識している。また，性教
育を開始すべき学年については，いずれの学部の教
諭および養護教諭ともに「小学部低学年から実施す
べき」，「児童・生徒の個人差によって違う」との回
答が最も多く，性教育を早期からおこなうべきとの
考えとともに，早期からの性教育を認識しながらも
児童・生徒の個人差を考慮して，児童・生徒の障害
の程度や発達の段階に応じて実施すべきとの認識を
持っている事が明らかとなった。
しかし，このように90%以上の教諭および養護
教諭が必要性を認識しているにもかかわらず，性教
育を開始すべき学年として「小学部低学年」と回答
している割合は，教諭では30～40%，養護教諭で
は40%程度であり，性教育の必要性の認識と性教
育を開始すべき学年の間には相違がみられた。ただ
し，各学部の教諭および養護教諭において「小学部
中学年」，「小学部高学年」から開始すべきとの回答
も10～20%近くみられる事から，児童・生徒の生
理的・心理的発達の発現時期から性教育を開始すべ
きとの認識も持っていると考えられる。
また，性教育の必要理由については，図4に示
すように学部が変わるにつれ，必要理由についても
変化している。小学部段階では，「性的な発達がみ
られるから」の項目が高率を示しており，障害児も
健常児と同じように，身体的な発達や自己および異
性への関心などの心理的な発達がみられる事が理由
であると考えられる。中学部，高等部段階および養
護教諭では，「性の被害者にならないため」，「性の
加害者にならないため」の項目が高率を示している。
これは，障害があるがゆえに危険性もわからず知ら
ない人についていってしまい性被害を受ける場合や，
自己の中にある性欲や異性への関心を抑える事が出
来ずにとった行動が性犯罪とし受け止められてしま
う場合を考慮し，児童・生徒の地域社会で安全な生
活を保障する事を考えての理由であると考える。つ
まり，障害がある児童・生徒であっても健常児と同
じ生理的・心理的発達がみられ，障害の有無に関わ
らず，性についての科学的知識の在り方を教える事
によりセクシュアリティの獲得や人格形成の保障さ
れる事を求めている。一方で，障害児・者が今の段
階および将来，地域社会で生活を送る時に性に関し
ての安全保障を求めて性教育を必要としているとい
えよう。
しかし，学校での性教育実施状況についてみてみ
ると図6に示されているように，性教育を「実施
している」との回答は，小学部53.6%，中学部65.5%，
高等部66.7%と，性教育実施率は，半数より少し多
い程度にしか満たしていない。各学部の教諭および
養護教諭の考える性教育の必要性および開始すべき
学年等の意識からみても，国立大学法人の附属特別
支援学校での性教育実施率や実施学年は決して十分
とは言いがたい状況であるといえよう。さらに，性
教育を計画的におこなう為には系統的なカリキュラ
ムが必要であると考えられるが，表3でも示されて
いるようにカリキュラムを有している学部は，いず
れも50%以下の状態である。この事は，児童・生
徒の発達段階に踏まえた計画的な性教育の実践がさ
れていない事を示していると考えられる。また，
表3に示されているように，実施を開始している
学年についてみてみると，各学部における最も高率
特別支援学校における性教育に対する意識と実態
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の回答は，小学部では「小学部低学年」73.7%，中
学部では「中学部」が71.4%，高等部では「高等部」
36.3%となっている。つまり，各学部とも，性教育
を開始している学年は，自分たちの学部からである
と感じており，他の学部段階における性教育の実態
をわかっていないことが推察できるのである。この
ことから，小学部段階から高等部段階までを見通し
た系統的および計画的な性教育が実践されていない
ことがみてとれよう。障害のある児童・生徒にとっ
て，系統的・計画的な教育は個別の教育支援計画か
らもわかるように必要不可欠である。そのため今後，
障害のある児童・生徒のセクシュアリティの獲得や
人格形成の保障，および性に関しての安全保障をお
こなう為に児童・生徒の発育，発達段階をふまえた
系統的なカリキュラムのもと，小学部低学年段階か
らの早期の性教育が必要ではないかと考える。
2．必要だと思われる性教育の指導内容および実
施している性教育の内容について
必要だと思われる性教育の指導内容についての教
諭および養護教諭の意識については，図5に示し
たように，各学部とも「体の清潔」，「人間関係・社
会性について」が高率である。しかし，学部が上が
るにつれて「性的被害について」ならびに「性的加
害について」の必要性の認識が高まってくる。この
ことは養護教諭も各学部の教諭の意識と回答傾向が
同じであり「体の清潔」，「人間関係・社会性につい
て」，「性的被害について」が高率である。今日の性
に関する犯罪と発達障害とを不必要なまでリンクさ
せた報道を考えれば当然の結果である。前述したよ
うに性教育の必要理由でも学部が上がると性に関す
る被害，加害についての項目が高率になっていく。
そのことから，性教育を必要な理由とリンクして必
要な指導内容も性被害や性加害を重視していく事が
わかる。
その上で，実施している指導内容について図10
に示したように，各学部ともに「体の清潔」，「人間
関係・社会性について」の項目を実施している率が
高率である。このことから，教諭および養護教諭が
必要と感じている項目と実際に実施している項目は
同様傾向にあり，教諭および養護教諭の性教育に対
する意識と実践が伴っている事がうかがえる。しか
し，性教育に必要であると思われる指導内容と性教
育で実施している指導内容について比較してみると，
必要と思われる指導項目の上位は実践されてはいる
が，他の項目に関しては教諭および養護教諭の意識
と実施状況では相違があり，必要と感じていながら，
実践となると実践できない項目も多々ある。これら
から，性教育とは系統的および計画的である必要が
あるが，ある項目に特化しすぎている事が推察され，
障害のある児童・生徒がはたして理解できるのであ
ろうかということが疑問になる。また，性教育の変
遷について考えると，純潔教育から性教育になりセ
クシュアリティ教育への変遷の中で，今回のデータ
や今の障害児を取り巻く状況を考えると，児童・生
徒のセクシュアリティの確立や人格形成に重きをお
いてはいるものの，どちらかといえば性犯罪予防教
育としての性教育の面がより高くなっているように
感じる。
3．性教育推進のための課題について
性教育を推進・実施する上で，まず第一に教師側
の問題点が指摘された。図14に示されているよう
に，性教育をおこなうに当たっての困難点では，各
学部ともに，「教材・資料が少ない」，「教師が多忙
である」，「性教育の知識が少ない」といった教師自
身の性教育に対する専門的知識，関心の問題がある。
また，図9に示す性教育を実施していない理由で
も同様に，高等部の教諭の回答として，「時間がな
いから」，「適した教材・教具がないから」，「指導方
法がわからないから」といった教師自身の問題が挙
げられている。このことから，時間的な問題点，さ
らには各学部で困難点および性教育を実施していな
い理由の最も高率であった「児童・生徒の個人差が
大きいから」といった児童・生徒の障害の程度や種
類による性教育の実践の困難さ等から，教師側の性
教育実践への不安や戸惑い等の教師の周りの環境・
内面的条件の不十分さがみられる。したがって，児
童・生徒の障害の種類や発達段階に応じ，より理解
しやすい視聴覚に訴えるような教材・教具・資料の
開発および指導法の確立が望まれる。
第二に，性教育を推進する方策として，学校体制
の問題も指摘できる。学校での性教育について検討
する校内委員会の確立，性教育の内容や指導方法に
ついて，校内の教諭および他校との教諭が共通理解
する場，性教育についての情報を交換できる研修会，
講演会等の開催といったことが望まれる。これらの
開催は，教諭および養護教諭の性教育に対する専門
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知識，意欲，関心を向上できる重要な学習機会であ
ると考える。なお，これらの方策の現状としては，
図11，図12，図13に示したように，性教育推進の
ための検討をおこなう校内委員会のある学部は，い
ずれも50%以下であり，性教育の内容や指導方法
について共通理解，性教育についての情報交換をお
こなう研修会のある学部にいたってはいずれの学部
も20%以下，そして性教育についての講演会を開
催している学部はいずれの学部も15%以下となっ
ており，性教育に対する学校の取り組みは不十分と
いわざるを得ない。このような学校体制の現状では，
教師自身の性教育に対しての専門知識の向上や児童・
生徒の性に関する課題に対応する事は難しいだろう。
児童・生徒の性に関する課題について，図1，図2
で示したように，学年が上がっても小学部段階で解
決すべき性教育上の課題が高等部になっても依然残っ
ている現状がある。このことからも各学部段階にお
ける性教育実践が十分ではないことが示唆される。
今後，障害児のセクシュアリティの獲得や人格形
成，障害のある児童・生徒の性に関する安全保障を
目指した性教育を学校全体の取り組みとして推進し
ていくためにも，各学部および学校全体として性教
育の指導方法を学習したり，教師の性に関する考え
方を検討するための研修会，講演会の機会を設定し，
教師が性教育を実践しやすい学校の体制を確立する
必要があると考えられる。研修会，講演会について
は学校の中では，性に関する事柄や保健に関する専
門的な知識を持ち合わせている養護教諭や，外部機
関として専門的な知識を持ち合わせている助産婦や
医師などが講師として妥当であると考えられる。そ
のため，学校内では教師と養護教諭が，また，学校
と外部機関との連携も今以上に行っていく必要があ
る。その上で，教師自身が性教育についての実践力
を高めていくことが求められよう。
Ⅴ．本研究の限界と課題
本稿では，国立大学法人の附属特別支援学校にお
ける障害のある性教育の教諭および養護教諭の意識
および性教育実施状況の考察を行った。しかし，附
属学校における指導生徒の障害種に関しては，知的
障害の他に肢体不自由と視覚障害種も含めての検討
となっているため，教諭および養護教諭の性教育に
対しての意識および実施状況には厳密には障害種か
ら生じる誤差があると考える。したがって今後，障
害種に応じた性教育の実態把握や教諭および養護教
諭の性教育に対する意識の検討をおこなう必要があ
るだろう。
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